




３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第36期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第36期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 利益剰余金の額の減少および資本金の額の増加の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案
第４号議案
第５号議案
第６号議案
第７号議案

取締役（監査等委員であるものを除く。）４名選任の件
監査等委員である取締役３名選任の件
取締役（監査等委員であるものを除く。）報酬額設定の件
監査等委員である取締役報酬額設定の件
取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く。）に対する譲渡制限
付株式の割当てのための報酬決定の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
⑴議決権行使書面において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたもの

としてお取り扱いいたします。
⑵インターネット等により複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効な

ものとしてお取り扱いいたします。
⑶議決権行使書面とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、行使期限内におけ

る到着日時を問わず、インターネット等による議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたしま
す。

⑷代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株主総
会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承く
ださい。

⑸議決権の不統一行使をされる場合は、株主総会の日の３日前までに議決権の不統一行使を行う旨と
その理由を書面により当社にご通知ください。

以 上
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（提供書面）

事  業  報  告

( 2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで )

１．企業集団の現況
⑴当事業年度の事業の状況

①事業の経過および成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に伴い景気

は著しく悪化しましたが、政府による各種政策や海外経済の改善により、製造業を中心に持ち
直しの動きが見られました。しかし、感染症の再拡大に対する懸念は残っており、依然として
先行き不透明な状況が続いております。

当社グループが属する情報サービス産業におきましては、人工知能やクラウドコンピューテ
ィング等のコロナ禍における企業活動を支援する先端技術が期待を集めており、これらの領域
における新サービスの開発や提供、また技術者の確保や育成の重要度が日増しに高まっており
ます。

このような状況下において、当社は、主力のデジタルソリューション事業およびエンジニア
リングソリューション事業については、第１四半期において受注低迷を受けましたが、第２四
半期以降は新規顧客の開拓に注力するとともに、旅費交通費や展示会費用などのコスト削減を
行うことで、業績は徐々に改善へと向かいました。これとともに、製造・物流現場のデジタル
トランスフォーメーションを支援するために極めて有効な３Dシミュレーションソフト
「FlexSim」の拡販を進めるべく、体制整備を行いました。また、第３の事業である災害時位
置情報通知サービスの「ココダヨ」については、利用者数や認知度も順次上がってきており、
当期においては黒字化を達成しました。新サービスの開発も継続しており、次期のローンチを
予定しております。

以上の結果、当連結会計年度における業績は、売上高4,079百万円（前期比13.6％減）、営
業利益は254百万円（前期比24.3％減）、経常利益は276百万円（前期比15.7％減）、親会社
株主に帰属する当期純利益は173百万円（前期比18.4％減）となりました。
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c．ココダヨ事業
災害時位置情報通知システム「ココダヨ」につきましては、大手移動体通信事業者が提

供するスマートフォンアプリケーション定額利用サービス向け「ココダヨ」のダウンロー
ド数が好調に推移しました。

以上の結果、売上高は301百万円（前期比214.1％増）、セグメント利益は117百万円
（前年同期はセグメント損失６百万円）となりました。

②設備投資の状況
当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は29百万円で、

その主なものは次のとおりであります。
・当連結会計年度中に完成した主要設備

本社ならびに各事業所の再編・移転に伴う内装等のオフィス造作

③資金調達の状況
特記すべき事項はありません。

④事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
該当事項はありません。
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⑷対処すべき課題
当社グループが属する情報サービス産業におきましては、IT利活用の高度化・多様化が進展し、

企業収益の回復を背景に、AI、IoT、ビッグデータ、ロボット等の技術を活用した設備投資やIT
投資は、今後も堅調に推移すると思われます。一方で、IT需要に比例して今後ますます技術者不
足の深刻化が予測され、当社グループにおいても中長期的な課題と認識しており、人材の確保・
育成が大きな課題となっております。

当社グループでは、多様化する社会ニーズや市場環境の変化に機動的に対応し、持続的な成長
と盤石な経営基盤を確立するために、対処すべき課題を以下のように定め、さらなる企業価値の
向上に努めてまいります。

①デジタルソリューション事業における品質維持向上と顧客満足度向上
当社グループが提供する、ソフトウェアとハードウェアの高い開発力および性能と、それに裏

付けられた顧客企業による高い評価は、当社グループにとって一番の強みであります。その高い
開発力を維持し、さらなる品質向上のための活動を継続しております。

また、IT活用による業務効率化とリスク管理を強化し、生産性の向上を図ってまいります。

②デジタルソリューション事業における人材の育成と確保
付加価値の高いサービスを提供するためには、ソフトウェアとハードウェアの両方の知識を併

せ持つ人材の確保と育成が必要です。併せて、プロジェクト化した請負型の開発を高いレベルで
行うためのマネジメント力も必須となります。人材採用と育成について、当社グループをあげて
一層、戦略的・体系的に取り組み、機動的な人員配置計画が達成できるよう図ってまいります。
併せて、人材の定着を図るため、従業員満足度の向上にも力を入れてまいります。

また、技術者確保のひとつの方法として、パートナーと位置付ける協力会社からの技術者の受
け入れを行っており、新規開拓および継続的関係強化により社外からの技術者の確保にも努めて
おります。

③デジタルソリューション事業における販売先数および販売先分野の拡大
当社グループは、これまで既存販売先および分野を中心に営業活動を行ってまいりました。当

社グループの強みが活かせる販売先および分野を拡大するために、展示会やセミナー等への出展
に積極的に取り組むとともに、パートナー企業との協業にも積極的に取り組んでまいります。

また、新規顧客を開拓するために、当社グループの主力技術分野での提案力と営業体制を強化
してまいります。これにより主要販売先の占有リスク回避にも繋げてまいります。
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⑺使用人の状況（2021年３月31日現在）
①企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

デ ジ タ ル ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 170名 （ 2名） △4名 （△2名）

エンジニアリングソリューション事業 44名 （ 3名） 0名 （△1名）

コ コ ダ ヨ 事 業 8名 （ 0名） +8名 （ 0名）

全 社 （ 共 通 ） 25名 （ 2名） △4名 （ 0名）

合 計 247名 （ 7名） 0名 （△3名）

（注）使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの
出向者を含む。）であり、パートおよび派遣社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

②当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

245名 （ 7名） 0名 （△3名） 40.5 歳 9.11 年

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、パー
トおよび派遣社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

⑻主要な借入先および借入額（2021年３月31日現在）
当該事項はありません。

⑼その他会社の現況に関する重要な事項
当該事項はありません。
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⑵会社の新株予約権等に関する事項
①当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
第 1 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2017年10月23日

新 株 予 約 権 の 数 15個
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 15,000株
(新株予約権１個につき1,000株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 480,000円
(１株当たり 480円)

権 利 行 使 期 間 2019年10月24日から
2027年10月23日まで

行 使 の 条 件 （注）１.のとおり

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数 15個
目的となる株式数 15,000株
保有者数 1名

社 外 取 締 役
新株予約権の数 0個
目的となる株式数 0株
保有者数 0名

監 査 役
新株予約権の数 0個
目的となる株式数 0株
保有者数 0名

（注）１.(１)新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、
当社または当社子会社の取締役、監査役および使用人の地位にあることを要するものとする。た
だし、定年退職の場合は権利行使をなしうるものとする。なお、権利行使期間内において業務上
の疾病に起因する退職の場合は地位喪失後１年以内に限り権利行使をなしうるものとする。

(２)新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。
(３)その他権利行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「第１回新株予約権割当

契約書」で定めるところによる。
２．2019年12月27日付で実施した株式分割（普通株式１株を1,000株に分割）により、「新株予約権の

目的となる株式の数」および「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されており
ます。
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⑶会社の役員に関する事項
①取締役および監査役の状況（2021年３月31日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 上 野 憲 二

専 務 取 締 役 福 間 誠 デジタルソリューション本部長

取 締 役 八 戸 雅 利 エンジニアリングソリューション本部長

取 締 役 大 野 貴 史
大野公認会計士事務所 代表
エンアドバイザリー㈱ 代表取締役
税理士法人天星 代表社員

常 勤 監 査 役 篠 原 裕 一 郎

監 査 役 田 中 俊 平 長島・大野・常松法律事務所 パートナー弁護
士

監 査 役 水 谷 翠

水谷翠会計事務所 代表
スマート・プラス・コンサルティング㈱ 代表
取締役
ヒューマン・メタボローム・テクノロジーズ㈱
社外取締役（監査等委員）
銀座スフィア税理士法人 代表社員

（注）１．取締役大野貴史氏は、社外取締役であります。
２．取締役大野貴史氏は、他社における長年の経験および高い見識と豊富な実績、財務、会計およびM&A

に関する相当程度の知見を有しており、当該視点から監督機能を果たしていただくことを期待してお
りましたところ、当社の取締役会において当該視点から積極的な発言をいただくなど、当社の社外取
締役として業務執行に対する監督、助言等適切な役割を果たしていただいております。また、創業者
一族の資産管理会社である株式会社ＫＥＮ＆パートナーズによる当社株式の公開買付に対する当社意
見の表明に際しては、少数株主保護の観点からご検討いただき、独立社外取締役としての意見を表明
いただきました。

３．監査役田中俊平氏および水谷翠氏は、社外監査役であります。
４．監査役水谷翠氏は、以下のとおり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

・監査役水谷翠氏は、公認会計士の資格を有しております。
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ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、被保険者が違法に
利益または便宜を得た場合や、犯罪行為、不正行為、詐欺行為または法令、規則または取
締法規に違反することを認識しながら行った行為に起因する損害賠償は塡補の対象としな
いこととしております。

当該保険は１年毎に契約更新しており、次回更新時には同内容での更新を予定しており
ます。

⑤取締役および監査役の報酬等の総額
（当事業年度に係る報酬等の総額）

区分 報 酬 等
の 総 額

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額
員 数

基 本 報 酬 業 績 連 動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取締役
（うち社外取締役）

87,066千円
（4,800）

87,066千円
（4,800）

―千円
（―）

―千円
（―）

5名
（1）

監査役
（うち社外監査役）

12,999
（6,000）

12,999
（6,000）

―
（―）

―
（―）

3
（2）

合計
（うち社外役員）

100,066
（10,800）

100,066
（10,800）

―
（―）

―
（―）

8
（3）

（注）１．上表には、2020年10月15日付で辞任した取締役１名（うち社外取締役０名）を含んでおります。
２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、2019年６月28日開催の第34期定時株主総会において、年額400百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役
の員数は５名（うち社外取締役は１名）です。また別枠で、2017年10月23日開催の臨時株主総会に
おいて、ストック・オプション報酬額として年額26.4百万円以内と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、2019年６月28日開催の第34期定時株主総会において、年額40百万円以内
と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名（うち社外監査役は２名）
です。
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⑷会計監査人の状況
①名称 太陽有限責任監査法人

②報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 15,300千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 15,300

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠な
どが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意
の判断をいたしました。

③非監査業務の内容
該当事項はありません。

④会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会
が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。

⑤責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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b．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
イ．株主総会議事録、取締役会議事録、事業運営上の重要事項に関する稟議書類など取締役

の職務の執行に必要な文書は、法令および社内規程に基づき書面または電磁的媒体に記
録し、適切に保管管理するとともに、必要に応じて取締役および監査役が閲覧可能な状
態を維持する。

ロ．当社の業務にかかわるすべての役員・従業員が継続的な情報セキュリティ対策を推進す
るため、情報セキュリティ基本方針を定め、情報セキュリティマネジメントシステムの
継続的な改善に取り組む。

ハ．取締役および使用人の職務に関する文書、帳票類等については、適用ある法令および文
書管理規程に基づき適切に作成、保管、管理する。

c．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．リスク管理規程を定め、当社グループとして一貫した方針のもとに効率的かつ統合的な

リスク管理をおこなう。
ロ．事業部門は、その担当事業に関するリスクの把握に努め、優先的に対応すべきリスクを

選定したうえで具体的な対応方針および対策を決定し、適切にリスク管理をおこなう。
ハ．管理部門は、その担当業務に関するリスクの把握に努め、優先的に対応すべきリスクを

選定したうえで具体的な対応方針および対策を決定し、リスク管理を適切におこなうと
ともに、担当事項に関して事業部門および子会社がおこなうリスク管理を横断的に支援
する。

ニ．事業部門および管理部門は、自部門の業務の適正または効率的な遂行を阻害するリスク
を洗い出し、適切にリスク管理をおこなう。

ホ．リスク管理委員会は、リスク管理に関する重要な事項を審議するとともに、当社のリス
ク管理の実施について監督する。

d．取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制
当社は、取締役会を原則として３か月以内に１回開催するとともに、必要に応じて適宜臨時
に開催し、法令または定款に定める事項および経営上の重要事項の決定、ならびに各取締役
の職務執行状況の監督等をおこなう。
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e．監査役の職務の執行について生じる費用等の処理に係る方針に関する事項
イ．当社は、監査役の通常の業務執行の範囲で生じる費用に関して予算を計上し、経費支出

をおこなう。
ロ．前号以外で、監査役がその職務の執行について当社に費用の前払いまたは償還等を請求

したときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと証明した場合を除き、速やかに当
該費用または債務を処理する。

f．その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制
イ．内部監査室長は、各事業年度の内部監査計画について常勤監査役と協議するとともに、

内部監査結果等について協議および意見交換するなど密接な情報交換および連携をはか
る。

ロ．監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士、税理士、コ
ンサルタントその他外部専門家を独自に起用することができる。

⑵業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、上記に掲げた内部統制システムの整備をしておりますが、その基本方針に基づき、以

下の具体的な取り組みをおこなっております。
①当社は、企業が永続的に存立していくには、コンプライアンスの徹底が必要かつ不可欠である

と認識しており、役員および従業員を含めた行動規範として「行動憲章」と「コンプライアン
ス管理規程」を制定し、コンプライアンス体制の充実と強化をはかっております。

②使用人による職務の執行が、法令および社内規程に違反することなく、適切かつ合理的におこ
なわれているかを調査・検証するため、通常の業務執行から独立した社長直轄の内部監査室を
設置し、内部監査担当者１名により内部監査計画に基づき内部監査を実施しております。

③監査役は、取締役会等の重要な会議に出席し、取締役の業務執行および経営の適正性を監査し
ております。監査役と内部監査部門の間で適時に情報共有の場を設けており、相互連携の強化
に努めております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資   産   の   部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 入 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備
工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
長 期 未 収 入 金
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

2,386,084
1,481,759

691,537
84,252
8,170

45,835
14,834
6,210

53,485
458,648
74,489
61,033
13,455
25,522
14,529
10,993

358,636
890

110,395
196,319
51,921
△890

（負   債   の   部）
流 動 負 債 681,192

買 掛 金 173,591
1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 50,000
未 払 金 120,019
未 払 法 人 税 等 77,574
賞 与 引 当 金 191,972
受 注 損 失 引 当 金 1,437
そ の 他 66,596

固 定 負 債 336,427
社 債 25,000
退 職 給 付 に 係 る 負 債 311,427

負 債 合 計 1,017,619
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 1,827,113
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 473,231
利 益 剰 余 金 1,311,039
自 己 株 式 △7,157

純 資 産 合 計 1,827,113
資 産 合 計 2,844,733 負 債 純 資 産 合 計 2,844,733

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 50,000 456,917 1,143,950 △11,345 1,639,522

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △6,321 △6,321

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 173,409 173,409

自 己 株 式 の 取 得 △137 △137

自 己 株 式 の 処 分 16,313 4,326 20,640

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － 16,313 167,088 4,188 187,590

当連結会計年度末残高 50,000 473,231 1,311,039 △7,157 1,827,113

そ の 他 の
包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 △2,210 △2,210 1,637,312

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △6,321

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 173,409

自 己 株 式 の 取 得 △137

自 己 株 式 の 処 分 20,640

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額(純 額) 2,210 2,210 2,210

当連結会計年度変動額合計 2,210 2,210 189,800

当連結会計年度末残高 － － 1,827,113

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

( 2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 4,031,403
売 上 原 価 2,505,657
売 上 総 利 益 1,525,746
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,292,991
営 業 利 益 232,754
営 業 外 収 益

受 取 利 息 150
受 取 配 当 金 6,840
助 成 金 収 入 24,495
そ の 他 6,715 38,202

営 業 外 費 用
支 払 利 息 223
社 債 利 息 551
支 払 手 数 料 1,062
為 替 差 損 2,012
有 価 証 券 売 却 損 409
そ の 他 674 4,932

経 常 利 益 266,025
税 引 前 当 期 純 利 益 266,025

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 120,671
法 人 税 等 調 整 額 △22,903 97,767

当 期 純 利 益 168,257
（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2021年５月20日
株式会社ゼネテック

取締役会 御中
太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 村  憲 一 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 樹 神  祐 也 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ゼネテックの2020年４月１日から2021年３

月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社ゼネテック及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2021年５月20日
株式会社ゼネテック

取締役会 御中
太陽有限責任監査法人

東京事業所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 村  憲 一 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 樹 神  祐 也 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ゼネテックの2020年４月１日から2021

年３月31日までの第36期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第36期事業年度の取締役の職

務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等
に従い、電話回線又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監
査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所に関して業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び使用人等と情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、会計
監査人太陽有限責任監査法人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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株主総会参考書類

第１号議案 利益剰余金の額の減少および資本金の額の増加の件
当社の財務基盤を強化することにより、経営健全性の維持向上を通じて会社のさらなる成長

を図るため、繰越利益剰余金300,000千円を資本金へ振り替えたいと存じます。
本議案は、会社法第450条第１項の規定に基づき、繰越利益剰余金の額の減少を行い、その

全部を資本金へ組み入れるものであります。組み入れ後の資本金は350,000千円となります。
(1)減少する利益剰余金の額

繰越利益剰余金1,280,406千円のうち300,000千円
(2)減少する剰余金の額のうち資本金へ組み入れる額

300,000千円
(3)利益剰余金の額の減少および資本金の額の増加が効力を生じる日

2021年６月25日
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２．変更の内容
変更の内容は以下のとおりであります。
なお、本議案にかかる定款変更は、本総会終結の時をもって効力を生じるものとします。

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

第１章 総 則 第１章 総 則

第１条～第３条 （条文省略） 第１条～第３条 （現行どおり）

（機関）
第４条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の

機関を置く。
（１）取締役会
（２）監査役
（３）監査役会
（４）会計監査人

（機関）
第４条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の

機関を置く。
（１）取締役会
（削 除）
（２）監査等委員会
（３）会計監査人

第５条 （条文省略） 第５条 （現行どおり）

第２章 株 式 第２章 株 式

第６条～第７条 （条文省略） 第６条～第７条 （現行どおり）

（単元未満株主の権利制限）
第８条 当会社の単元未満株主は、以下に掲げる権利

以外の権利を行使することができない。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利
（２）取得請求権付株式の取得を請求する権利

（３）募集株式又は募集新株予約権の割当てを
受ける権利

（単元未満株式についての権利）
第８条 当会社の株主は、その有する単元未満株式に

ついて、以下に掲げる権利以外の権利を行使す
ることができない。
（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利
（２）会社法第166条第１項の規定による請求

をする権利
（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の

割当て及び募集新株予約権の割当てを受
ける権利
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現 行 定 款 変 更 案

（任期）
第20条 取締役の任期は、選任後１年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主
総会の終結の時までとする。

（新 設）

２ 増員又は補欠として選任された取締役の任
期は、在任取締役の任期の満了する時までと
する。

（任期）
第21条 取締役（監査等委員であるものを除く。）の

任期は、選任後１年以内に終了する事業年度
のうち最終のものに関する定時株主総会の終
結の時までとする。

２ 監査等委員である取締役の任期は、選任後
２年以内に終了する事業年度のうち最終のも
のに関する定時株主総会の終結の時までとす
る。

３ 任期の満了前に退任した監査等委員である
取締役の補欠として選任された監査等委員で
ある取締役の任期は、退任した監査等委員で
ある取締役の任期の満了する時までとする。

（代表取締役及び役付取締役）
第21条 当会社は、取締役会の決議によって、代表取

締役を選定する。

２ 取締役会は、その決議によって取締役会
長、取締役社長各１名、取締役副社長、専務
取締役、常務取締役各若干名を定めることが
できる。

（代表取締役及び役付取締役）
第22条 当会社は、取締役会の決議によって、取締役

（監査等委員であるものを除く。）の中か
ら、代表取締役を選定する。

２ 取締役会は、その決議によって、取締役
（監査等委員であるものを除く。）の中か
ら、取締役会長、取締役社長各１名、取締役
副社長、専務取締役、常務取締役各若干名を
定めることができる。

（取締役会の招集権者及び議長）
第22条 （条文省略）

２ （条文省略）
（新 設）

（取締役会の招集権者及び議長）
第23条 （現行どおり）

２ （現行どおり）
３ 前二項の定めにかかわらず、監査等委員会

が選定する監査等委員は、取締役会を招集す
ることができる。

（取締役会の招集通知）
第23条 取締役会の招集通知は、会日の３日前までに

各取締役及び各監査役に対して発する。ただ
し、緊急の必要があるときは、この期間を短
縮することができる。

（取締役会の招集通知）
第24条 取締役会の招集通知は、会日の３日前までに

各取締役に対して発する。ただし、緊急の必
要があるときは、この期間を短縮することが
できる。
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現 行 定 款 変 更 案

（取締役の責任免除）
第29条 （条文省略）

（取締役の責任免除）
第31条 （現行どおり）

第５章 監査役及び監査役会 第５章 監査等委員会

（員数）
第30条 当会社の監査役は４名以内とする。

（削 除）

（選任方法）
第31条 監査役は、株主総会の決議によって選任す

る。
２ 監査役の選任決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有
する株主が出席し、その議決権の過半数をも
って行う。

（削 除）

（任期）
第32条 監査役の任期は、選任後４年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主
総会終結の時までとする。

２ 任期の満了前に退任した監査役の補欠とし
て選任された監査役の任期は、退任した監査
役の任期の満了する時までとする。

（削 除）

（常勤の監査役）
第33条 監査役会は、その決議によって常勤の監査役

を選定する。

（常勤の監査等委員）
第32条 監査等委員会は、その決議によって常勤の監

査等委員を選定することができる。

（監査役会の招集通知）
第34条 監査役会の招集通知は、各監査役に対し、会

日の３日前までに発するものとする。ただ
し、緊急に招集の必要があるときは、この期
間を短縮することができる。

（監査等委員会の招集通知）
第33条 監査等委員会の招集通知は、各監査等委員に

対し、会日の３日前までに発するものとす
る。ただし、緊急に招集の必要があるとき
は、この期間を短縮することができる。
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現 行 定 款 変 更 案

２ 当会社は、会社法第427条第１項の規定によ
り、監査役との間に、任務を怠ったことによ
る損害賠償責任を限定する契約を締結するこ
とができる。ただし、当該契約に基づく責任
の限度額は法令が規定する額とする。

第６章 会計監査人 第６章 会計監査人

第40条～第41条 （条文省略） 第37条～第38条 （現行どおり）

（会計監査人の報酬等）
第42条 会計監査人の報酬等は、監査役会の同意を得

て取締役会が定める。

（会計監査人の報酬等）
第39条 会計監査人の報酬等は、監査等委員会の同意

を得て取締役会が定める。

第７章 計 算 第７章 計 算

第43条～第46条 （条文省略） 第40条～第43条 （現行どおり）

附 則 附 則

（取締役の任期に関する経過措置）
第20条の規定にかかわらず、2019年11月29日開催
の臨時株主総会において選任された取締役の任期は、
2021年開催の定時株主総会終結の時までとする。な
お、本附則は当該期日経過後これを削除する。

（削 除）

（新 設） （監査役の損害賠償責任免除に関する経過措置）
１．当会社は、会社法第426条第１項の規定によ

り、2021年６月開催の第36期定時株主総会終
結前の監査役（監査役であった者を含む。）
の任務を怠ったことによる損害賠償責任を、
法令の限度において、取締役会の決議によっ
て免除することができる。
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第３号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）４名選任の件
現在の取締役４名（全員）は、本総会終結の時をもって任期満了により退任となります。ま

た、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決された場合、当社は監査等委員会
設置会社へ移行することとなります。

つきましては、取締役（監査等委員であるものを除く。）４名の選任をお願いするものであ
ります。

取締役（監査等委員であるものを除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重   要   な   兼   職   の   状   況 ）

所有する当
社の株式数

１

う え

上
の

野
け ん

憲
じ

二
（1950年８月１日）

1977 年 ４月 朝日ビジネスコンサルタント㈱（現 富士ソフ
ト㈱）入社

170,000株1982 年 ８月 ㈱ニューメディカルサイエンス 取締役
1983 年 ４月 ㈱シグマエレクトロニクス 取締役
1985 年 ７月 当社代表取締役社長（現任）

【選任理由】
上野憲二氏を取締役候補者とした理由は、当社を創業後、継続して代表取締役社長を務め、強いリー
ダーシップを発揮して当社の成長を牽引してきた豊富な経験と高い見識を有していることから、引き
続き事業成長と企業価値の向上に関する適切な役割の遂行が期待できるものと判断したためでありま
す。

２
ふ く

福
ま

間
 まこと

誠
(1963年11月17日)

1986

2010

2012

2018
2019

2020
2020
2020
2020

年

年

年

年
年

年
年
年
年

４

４

６

７
２

６
６
７
10

月

月

月

月
月

月
月
月
月

松下システムエンジニアリング㈱（現 ㈱Ｎ
ＴＴデータＭＳＥ） 入社
同社 執行役員 ユビキタスソリューション
事業本部長
同社 取締役 大阪事業本部担当 第三営業本
部長
㈱ＮＴＴデータＳＢＣ 入社
㈱デンソー 入社
コネクティッドシステム事業推進部
プロフェッショナルコントラクタ
当社顧問
当社取締役
当社取締役システム本部長
当社専務取締役デジタルソリューション本
部長（現任）

―株

【選任理由】
福間誠氏を取締役候補者とした理由は、大手企業における経験および当社取締役としてデジタルソリ
ューション事業の強化拡大を牽引してきた実績により、経営全般に関する豊富な経験と見識を有して
いることから、引き続き事業成長および経営全般に対する適切な役割の遂行が期待できるものと判断
したためであります。
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候補者
番号

ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重   要   な   兼   職   の   状   況 ）

所有する当
社の株式数

４
お お

大
の

野
た か

貴
し

史
（1969年12月14日）

1996 年 ３月 太田昭和監査法人（現 ＥＹ新日本有限責任監
査法人）入所

―株

1998 年 10月 朝日監査法人（現 有限責任あずさ監査法人）
入所

2000 年 ４月 公認会計士登録
2006 年 １月 いちよし証券㈱入社
2010 年 ２月 シミック㈱（現 シミックホールディングス

㈱）入社 財務経理部長
2016年 10月 大野公認会計士事務所 代表（現任）
2016年 11月 エンアドバイザリー㈱ 代表取締役（現任）
2019
2020

年
年

６
７

月
月

当社社外取締役（現任）
税理士法人天星 代表社員（現任）

【選任理由および期待される役割の概要】
大野貴史氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役の候補者であります。
同氏を社外取締役の候補者とした理由は、複数の事業会社における長年の経験および高い見識と豊富
な実績、財務、会計およびM&Aに関する相当程度の知見を有しており、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保する役割を果たすことが期待できるものと判断したためであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．大野貴史氏は現在当社の社外取締役でありますが、その在任期間は本総会終結の時をもって２年とな

ります。
３．当社は大野貴史氏との間で、会社法第427条第１項の規定により、会社法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する趣旨の責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定
める最低責任限度額としております。なお、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する
予定であります。

４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。
当該保険契約の概要は17頁に記載のとおりであります。
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候補者
番号

ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重   要   な   兼   職   の   状   況 ）

所有する当
社の株式数

３

みず
水

たに
谷

みどり
翠

(1980年７月30日)

2004 年 ７月 公認会計士・税理士菅井会計事務所入所

―株

2012 年 ８月 公認会計士登録
2012 年 ９月 税理士登録
2013 年 ６月 水谷翠会計事務所 代表（現任）
2015 年 ２月 スマート・プラス・コンサルティング㈱代表

取締役（現任）
2015 年 ６月 ヒューマン・メタボローム・テクノロジーズ

㈱監査役
2017 年 ６月 ヒューマン・メタボローム・テクノロジーズ

㈱社外取締役（監査等委員）（現任）
2019 年 ６月 当社社外監査役（現任）
2019 年 ７月 銀座スフィア税理士法人 代表社員（現任）

【選任理由および期待される役割の概要】
水谷翠氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役の候補者であります。
同氏を監査等委員である社外取締役候補者とした理由は、公認会計士としての専門知識ならびに豊富
な経験等を通じ、財務・会計に関する十分な知見を有していることから、培われた専門知識・経験等
を活かして取締役の職務執行に対する監督、助言等いただくこと、および客観的かつ中立的立場で当
社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定について関与、監督等いただくことを期待できるものと判
断したためであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．田中俊平氏および水谷翠氏は、現在当社の社外監査役でありますが、その在任期間は本総会終結の時

をもって２年となります。
３．当社は各氏との間で、会社法第427条第１項の規定により、会社法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する趣旨の責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最
低責任限度額としております。なお、各氏の選任が承認された場合には、当該契約を継続する予定で
あります。

４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。
当該保険契約の概要は17頁に記載のとおりであります。
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第６号議案 監査等委員である取締役報酬額設定の件
当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認されますと、当社は監査等委員

会設置会社へ移行しますので、会社法第361条第１項および第２項の定めに従い、移行後の監
査等委員である取締役の報酬等の額を、年額40百万円以内と定めること、および各監査等委員
である取締役に対する報酬の具体的な金額、支給の時期等は、監査等委員である取締役の協議
によるものとすることにつき、お諮りするものです。

本議案は、当社の事業規模、役員報酬の支給水準、現在の役員の員数および今後の動向等を
総合的に勘案しつつ、取締役会で決定しており、相当であるものと判断しております。

なお、第２号議案「定款一部変更の件」および第４号議案「監査等委員である取締役３名選
任の件」が原案どおり承認された場合、監査等委員である取締役は３名（うち社外取締役２名）
となります。
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といたします。
なお、本制度に基づき対象取締役に対して発行または処分される普通株式の１株当たり

の払込金額は当該普通株式の募集事項を決定する各取締役会決議の日の前営業日の東京証
券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立
つ直近取引日の終値）を基礎として、対象取締役に特に有利な金額とならない範囲におい
て取締役会にて決定いたします。

２．譲渡制限付株式割当契約の概要
当社の普通株式の新株の発行または自己株式の処分に当たっては、当社と対象取締役と

の間で、以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」という。）を締
結するものといたします（本割当契約により割当てを受けた普通株式を、以下「本割当株
式」という。）。
(1) 譲渡制限期間

対象取締役は、本割当株式の払込期日から当社の取締役その他当社取締役会で定める
地位を退任または退職する日までの間（以下「本譲渡制限期間」という。）、本割当
株式について、譲渡、担保権の設定、生前贈与その他処分をしてはならない。

(2) 譲渡制限の解除条件
対象取締役が、払込期日から最初に到来する当社の定時株主総会終結の時までの期間
（以下「本役務提供期間」という。）、継続して、当社の取締役その他当社取締役会
で定める地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、本譲渡制限期
間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。
ただし、対象取締役が、本役務提供期間中、当社の取締役会が正当と認める理由によ
り退任または退職等した場合または死亡により退任または退職等した場合、譲渡制限
を解除する本割当株式の数および譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に
調整する。

(3) 譲渡制限付株式の無償取得事由
譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、本譲渡制限期間中、当社の取締役そ
の他当社の取締役会で定める地位から退任または退職等した場合には、当社の取締役
会が正当と認める理由がある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得す
る。
また、上記(2)で定める譲渡制限解除時点において、譲渡制限が解除されていない本
割当株式がある場合には、当社はこれを当然に無償で取得する。
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